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第２章　子どもを安心して生み育てることができる、子育て支援のまち

第１節　子育てを支援する

１　安心して子どもを育てることができる支援体制の整備

  現状と課題  
核家族化、少子化、都市化等により、子どもを取り巻く環境は大きく変動しています。

女性の社会進出や経済不安の影響による共働き世帯が増加し、就労形態も多様化してい
く中、子育て支援策の充実が喫緊の課題となっています。

このような状況の中、国においては、平成 15 年に次世代育成支援対策推進法を制定し、
次代を担う子どもが健やかに生まれ育成される環境の整備を進めています。

子どもを生み育てる幸せを若者や子育て家庭が生活の中で実感し、社会経済情勢や雇
用構造の変化など、どのような生活環境にある子どもであっても、子育ての多様性が尊
重され、すべての子どもの生きる権利、育つ権利、学ぶ権利が等しく確実に保障される
よう子育ての社会化の実現が求められています。

本市の合計特殊出生率＊は、平成 21 年は 1.48 と国の 1.37 を上回っているものの、先
進国の人口を安定的に維持できるとされる、おおむね 2.08 を大きく下回っていること
から、少子化の流れを変えるための子どもに対する支援や子育て支援の充実が求められ
ています。

このような中、保護者が子どもの発育・発達を相談できる機会として、乳幼児の健康
診査を実施していますが、子どもの年齢が高くなるにつれ受診率が低下しています。県
下の平均受診率と同様の水準ではありますが、今後も受診しやすい体制の整備が求めら
れています。

一方、地域で安心して子どもを育てるためには、子どもたちが成長していくうえで必
要なこと全般にわたる相談や保護者等からの養育相談等に応じ、専門的知識および技術
を必要とする場合には、個々の子どもや家庭等に最も効果的な援助を行うことができる
よう関係機関と連携して対応する体制の整備をさらに行っていく必要があります。

さらに、本市では、夜間救急や緊急時の
対応を市外の医療施設に依存していること
や、小児科専門の医療施設が開設されてい
ない地域があることなど、より身近な専門
医療機関の体制整備が求められています。
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  基本施策の方向性  
子どもを安心して生み育て、健やかな

子どもの成長・発達を支援する体制を整
備するため、妊娠期から学齢期まで切れ
目のない一貫した子育て支援・健康支援
に取り組みます。

子どもたちの健康を守り、子育て家庭
の不安を軽減するため、相談事業や小児
医療の充実に取り組みます。

不妊治療を受ける夫婦の経済的負担を軽減するため、支援体制の充実に取り組みます。
次代を担う子どもたちの育成を社会全体で支える観点から子育て家庭の経済的な負担

軽減のほか、ひとり親家庭が安心して生活できるように、子育て・生活支援、就業支援、
経済的支援の充実に取り組みます。

発達の遅れや障がいのある子どもがほかの子どもと同じように健全な社会性を育むと
ともに、発達の促進による将来の生活適応能力の向上を目指して、発育・発達支援の充
実に取り組みます。

児童虐待や子どもの非行を防止するとともに、地域の民生委員・児童委員、母子保健
推進員との連携の下、地域から孤立して子育てをする家庭や育児に対する不安、負担感
を抱いている家庭の養育支援の充実に取り組みます。

子どものけがや疾病に対し迅速に対応できるように、国や県の関係機関や民間を含め
診療体制について検討し、夜間の外来診療や緊急の傷病にも対処できる小児医療体制の
充実を図ります。

  主要施策の内容  
○　子どもを生み育てる健康支援体制の充実
○　健やかな子どもの発育・発達支援（発達相談・発達支援教室等）の充実
○　小児救急医療体制の整備と充実
○　子育て家庭への経済的支援（子ども医療費助成等）の充実
○　子どもに関する相談の充実（家庭児童相談等）
○　不妊に悩む夫婦の経済的支援の充実

絵本の読み聞かせ
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第２節　子育ての環境を整備する

１　子育てを支援するための基盤整備の推進

  現状と課題  
少子化が進行することによって、人口規模の縮小だけでなく、労働力人口が大きく減

少することが予測され、わが国の社会経済にも大きな影響を与えることが懸念されます。
この懸念が現実のものとならないよう、子どもを生み育てるという希望がかなえられ

る社会を目指し、社会全体で子ども・子育てを支援するための取り組みが求められてい
ます。

本市では、男女の社会への共同参画に伴う育児休業の取得や短時間勤務等、企業の非
正規雇用の拡大などを背景とした就業形態の多様化、生活スタイルや家庭・家族の多様
な形態に対応しつつ、安定的で持続可能な経済社会を実現するためには、個々人の希望
する結婚、出産、子育てを支援するとともに、生活と仕事と子育ての調和を実現できる
社会的な環境基盤の充実が求められています。

また、性別に関わりなく個性と能力を十分に発揮しつつ、子どもを生み育てながら安
心して働き続けられるよう、潜在的な保育需要の充足を視野に入れた児童福祉施設の量
的な整備などと併せて、働き方の多様化による保育ニーズに対応するための延長保育、
休日保育、一時保育のほか、医療機関との連携と協力による病児・病後児保育などの多
様な保育サービスの充実が求められています。

 認可保育所の入所状況 （単位：箇所、人）

項　　目
平成21年度 平成22年度

計 公立 私立 計 公立 私立

園数 17 5 12 17 5 12 

総数 1,453 337 1,116 1,506 300 1,206 

０歳 133 20 113 177 19 158 

１歳 228 52 176 209 29 180 

２歳 237 56 181 277 55 222 

３歳 282 75 207 276 60 216 

４歳 266 62 204 289 71 218 

５歳 305 71 234 278 66 212 

６歳 2 1 1 0 0 0 

資料：児童福祉課
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  基本施策の方向性  
就労しながら子育てをしたい家庭を支えるため、既存の保育所の整備に加えて、認可

外保育施設や幼稚園等の社会資源を最大限に有効活用するなど、保育所の待機児童の早
期解消に取り組むとともに、認可保育所の入所待機をしている児童の保育を担っている
認可外保育施設の安定的な運営に資する支援の在り方を検討します。

また、市内の幼稚園に保育施設の機能を付加するための施設整備を検討するなど幼保
一体化を含む新たな次世代育成支援のための包括的・一元的な施設整備のほか、保育所
の利用を必要とする人が各種の保育サービスを受けられるよう基本保育（７時から 18
時までの保育）に加えて、延長保育（19 時または 20 時まで保育延長）、休日保育、一
時保育等の充足、病児・病後児保育の提供のほか、虐待を受けた児童、障がい・病虚弱
児童、ＤＶ被害の母子の増加に対し、自立支援や心理的なケア等を提供できる専門的な
知識を有する職員を育成するなど量的な整備にとどまらず、質的な改善に取り組みます。

子育ての負担感が大きいといわれる在宅子育て家庭等に対する支援の一環として、子

認定こども園措置児童数・入園者数 （単位：人）

項　　目
平成21年度 平成22年度

計 保育 幼教 計 保育 幼教

総数 177 99 78 171 77 94 

３歳児未満 38 38 0 24 24 0 

３歳児 50 22 28 47 17 30 

４歳児 42 20 22 54 17 37 

５歳児 47 19 28 46 19 27 

資料：蒲生福祉課

児童クラブの利用状況 （単位：人、箇所）

項　　目
平成21年度 平成22年度

年間利用者 月平均 年間利用者 月平均

小１ 1,956 163 2,232 186 

小２ 2,112 176 2,088 174 

小３ 1,284 107 1,128 94 

小４ 504 42 504 42 

総数 5,856 488 5,952 496 

クラブ数 13 14 

資料：児童福祉課
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育て世代が気軽に集って交流できる場、育児相談をできる場を提供するため、地域子育
て支援拠点事業等による地域において親子が気軽に集い、また子育て家庭の養育に関す
る相談窓口の充実に取り組みます。

病気の回復期にある病後児または回復期に至らない病児の年齢、病気の程度に応じて、
看護師、または保育士による保育を早期に実施するため、地域の医療機関等との連携・
協力体制づくりに取り組みます。

このほか、小学校就学後も引き続き、子どもたちが安全に安心して生活できる場を確
保するため、認可保育所、認可外保育施設、小学校の空き教室、空き家などの地域の社
会資源の有効活用を含めた適切な環境を整備し、乳児期から学齢期まで切れ目のない一
貫した子育て支援と利用者の利便性の向上に取り組みます。

  主要施策の内容  
○　保育所の待機児童の解消
○　各種保育サービスの推進（病児・病後児保育への取り組み等）
○　（仮称）あいら子育て支援センターの整備（親子つどいの広場、養育相談等）

『未来のあいら』ゆめコンテスト

【金賞】でっかいすべり台のあるプールでおよぎたい
帖佐小２年　阿多　美幸




